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ＩＣＴ－ＢＣＰ初動版 
導入ガイド 
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ＩＣＴ－ＢＣＰ初動版の構成 

なぜ、必要か 
必要性の理解 

ICT-BCPとその意義 
 

（必要性を自己診断）  

何を作るのか 
成果物イメージの理解 

ICT-BCP初動版 
サンプル 

（代替拠点も考慮） 

どうやって作るのか 
策定手順の理解 

ICT-BCP初動版 
解説書 

（10手順で策定） 

首長 ＩＣＴ部門責任者、担当者 

ICT-BCPの必要性を認識 
・初動が重要である 
・地域防災計画を支える 
・防災基本計画で要請されている 
・ＩＣＴは欠かせないインフラ 

これならできると実感できるガイドライン 
・初動業務に範囲を絞り込む 
・出来上がりをイメージできるサンプル 
・策定手順を簡素化する 

策定 
指示 

ＩＣＴ－ＢＣＰ初動版サンプルの提供と狙い 
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なぜ、必要か 

• 初動が重要である 

– 直後の情報収集連絡体制の確立と災害対策本部の立ち上げ当初から
７２時間の救急・救命、避難対策、生活支援が重視されており、この時
間帯における業務継続計画は特に求められるといえる。 

• 地域防災計画を支える 

– 地域防災計画を支え、また、地域防災計画の想定を超える災害にも備
える計画である。 

• 防災基本計画で要請されている 

– 防災基本計画において事前の準備として「業務継続計画の策定等によ
り、業務継続性の確保を図る」ことを求めている。業務継続計画は地域
防災計画の構成要素とされている。 

• ＩＣＴは欠かせないインフラ 

– 地方公共団体の重要業務の多くは情報システムに依存しており、災害
時に情報システムが稼動していることが極めて重要である。そのため業
務全体のＢＣＰが未策定でも、これに先立ちＩＣＴ－ＢＣＰを作成し、業務
の継続力を高めていく必要がある。 
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何を作るのか（１／２） 
• 発災後の行動計画 現庁舎復旧の例 

– 復旧優先業務を実行するために発災後に何をいつまでに成すべきか 

復
旧
優
先
業
務 

Ｉ
Ｃ
Ｔ
部
門
の
行
動
計
画 

1時間以内 ３時間以内 ６時間以内 

①災害直後の広報 
（住民の避難誘導） 

②住民の安否確認 
③職員等の安否確認 
④外部との連絡 
⑤災害対策本部の運営 
⑥避難所、住民、外部に対する情報提
供 

⑦情報システムの点
検・再稼働 
（平常時利用の情報シ
ステム） 

１
．
地
震
情
報
の
収
集 

２
．
参
集
判
断 

３
．
職
員
参
集 

４．現庁舎、代
替拠点被害状
況確認 
５．システム・イ
ンフラ復旧拠点
判断 

６．各種ＩＣＴ資
源確保 

８．庁内N/W利
用可能性確認 

７．防災担当班からの情報収集と復旧支援対応 

９．庁内N/Wの
代替準備 
及び復旧対応 

１０．広報担当
班他からの情報
収集と復旧支援
対応 

１１．初動で利
用する情報シス
テムの利用可能
性確認 

１２．利用できな
いｼｽﾃﾑの代替
準備 

１３．モバイルＰＣ 
モバイルルータの
確保 

１４．公開用WEB
サーバの代替準
備 

１５．外部事業者
との連絡 

１６．被災者支援
システムの立上げ
準備 

１７．その他の情
報システムの被害
状況確認 

5 

（目標開始時間は就業時間内発生の場合） 

目標 
開始 
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何を作るのか（２／２） 

• 事前対策計画 

– 備えとして何を事前に準備しておくか 

※優先度：目標開始時間、対策の効果、事象の発生度合いなどを勘案し、優先度を設定 Ａの方がＢより優先度が高い。 
※代替拠点の列は、施策が代替拠点においても有効な場合に「有効」としている。  

6 

優先
度 

対象システム 
インフラ 現状レベル 事前対策 対策後レベル 

必
要 
予
算 

実施目標 
時期 実行担当 代替 

拠点 

Ａ 防災行政用無線
（固定系発信） 

震度７の地震により倒壊
する 倒壊防止策を実施する 震度７の地震でも倒壊しない     防災担当 

Ａ 住民情報システ
ム 

津波、川の氾濫発生時に
は水没する 

ＰＣでも読み込めるバックア
ップ（項目は住民の基本情報
に限定）を日次で耐火金庫、
遠隔地保管をする 

庁内設備が水没しても、住民の
安否確認の早期活用が可能にな
る 

    情報システム
担当 有効 

Ａ 公開用ＷＥＢ、
ＣＭＳサーバ 

津波、川の氾濫発生時に
は水没する 

ファシリティ設備の災害対策
が十分な外部ＤＣへ移設する
。その際にＤＮＳサーバの配
置など外部からの接続を確保
する 

庁内設備が水没しても、ネッ 
トワークの利用が可能ならば、
ＨＰによる住民への情報提供が
可能になる 

情報システム
担当 有効 

Ａ 緊急速報メール
の発信用ＰＣ 

庁内のネットワークが利
用出来ない場合、発信で
きない 

モバイルＰＣ、インターネッ
ト経由による緊急速報メール
の利用の可能性を通信事業者
と検討する 

庁内ネットワークが利用できな
くても、インターネットが利用
できれば発信が可能になる 

防災担当 
情報システム
担当 

有効 

Ｂ メール、ＷＥＢ
メーラー 

津波、川の氾濫発生時に
は水没し、外部とのメー
ル受発信ができない 

モバイルＰＣによるインター
ネットメールの活用を検討す
る 

庁内のメールが利用できなくて
も、外部とのメール受発信が可
能になる 

    情報システム
担当 有効 

Ｂ 
インターネット
に接続できるＰ
Ｃ 

対策無し 
ＰＣは利用できるものを活用
するとして、モバイルルータ
（２キャリア）を導入する 

どちらか一方のキュリアが利用
できれば、インターネットへの
接続が可能になる 

    情報システム
担当 有効 

Ｂ 電力 
停電後９．５時間は非常
用電源で給電。ただし、
津波、川の氾濫発生時に
は水没する 

トランク型やノートＰＣの大
容量バッテリーなどの予備の
非常用電源設備を準備する 

非常用電源が利用出来ない場合
も、小電力の設備ならば稼動さ
せることができる 

    情報システム
担当 有効 
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どうやって作るのか（１／２） 

Ｅ
Ｂの被害
想定

目標
開始
時間
※

区分

Ｂ

主管

Ａ

Ａに必要なシステム・
インフラ

数量
対象とする
復旧優先業

務

ＩＣＴ部門が
支援すべき
初動業務

対策の実
行部門

中長期
対策

ＤＣ
Ｂが利用出来ない場

合の代替手段
及び補強対策

Ｆ

短期
対策

• ＩＣＴ－ＢＣＰ初動版は 「様式７ 初動検討ワークシート」をまとめていく過
程が策定作業の中心になる。東日本大震災の教訓も踏まえ、現庁舎が利
用できない場合（代替拠点に移動する場合）も検討する。 

 
様式７ 初動検討ワークシート 

（現庁舎継続使用の場合） 

Ｈ

対策の実
行部門

短期
対策

中長期対
策

Ｇ Ｉ

対象とする
復旧優先業務

ＩＣＴ部門
が支援す

べき

Ａに必要なシステム・
インフラ

数量 主管
代替拠点での対応と

事前対策
区分

目標
開始
時間
※

Ａ Ｂ

（代替拠点移動の場合） 

初動に必要なＩＣＴ資源を明確にする過程 現庁舎継続使用の場合の対策を
検討する過程 

上記同様 代替拠点移動の場合の対策を
検討する過程 

7 
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重要業務（初
動）の選定 

ＩＣＴの業務
継続に必要な
資源の洗い出

し 

対象とする  
ＩＣＴ資源の
調査と被害を
受ける可能性

の検討 

対策の検討と
業務継続戦略

の決定 

対策の決定と
行動計画の作

成 

何を作るのか 
（主なアウト
プット） 

どうやって作るのか（主な検討ステップ） 

■初動業務（復
旧優先業務）の
選定 
 
■ＩＣＴ部門が
対応、支援すべ
き初動業務の洗
い出し 
 
■目標開始時間
の設定 
 

■初動業務に必
要なＩＣＴ資源
の洗い出し 

■初動業務に必
要なＩＣＴ資源
の対策状況の調
査 
 
■被害の想定 
 
■初動業務に必
要なＩＣＴ資源
の被害の可能性
を評価 

■被害を受ける
可能性のあるＩ
ＣＴ資源の対策
の検討 

■対策の実施計
画の検討 
・実行するとし
て計画した対策 
 
 
 
 
 

■発災直後の行
動計画の検討 
■参集後の行動
計画の検討 目標開始時

間が設定さ
れた初動業

務 

初動業務に
必要なＩＣ
Ｔ資源 

初動業務に
必要なＩＣ
Ｔ資源の被
害の有無 

現庁舎継続
使用の場合 
の補強対策、 
代替手段 

代替拠点移
動の場合 

の対応、事
前対策 

事前対策計
画 

発災後の行
動計画 

事前対策計
画 

発災後の行動計
画 
・発災直後 
 -緊急時の体制 
 -設置基準 
 -参集 
・参集後 
 -現庁舎復旧 
 -代替拠点移動 

どうやって作るのか（２／２） 
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重要業務（初動）の選定  （１／２） 

Ｅ
Ｂの被害
想定

目標
開始
時間
※

区分

Ｂ

主管

Ａ

Ａに必要なシステム・
インフラ

数量
対象とする
復旧優先業

務

ＩＣＴ部門が
支援すべき
初動業務

対策の実
行部門

中長期
対策

ＤＣ
Ｂが利用出来ない場

合の代替手段
及び補強対策

Ｆ

短期
対策

目標開始時間 対象とする復旧優先業務 ＩＣＴ部門が対応、支援すべき初動業務

ａ ①災害直後の広報（住民の避難誘導） 情報提供のための情報システムの稼動支援など

ｂ ②住民の安否確認

住民情報システム等の点検・稼働、安否確認に必要
なデータの入手、OA機器用電源や通信回線の確保、
PCやプリンターなどOA機器の確保・再設定作業、
ケーブルやOA消耗品の確保、ベンダーとの連絡調整
など

ｂ ③職員等（特に非常参集要員）の安否確認
職員、ベンダー要員の安否確認、安否確認システム
の稼働支援など

ｂ
④外部との連絡（衛星を活用した移動体通
信など）

インターネット回線の確保・通信に必要な設定作
業、代替手段の確保など

ｂ
⑤災害対策本部の運営（防災・危機管理部
門の業務実施を円滑に進める）

災害対策本部の設置に必要なPC、プリンターなどの
OA機器の確保・設定、ネットワーク（通信回線を含
む）の構築及び設定・電源の確保など

ｂ ⑥避難所、住民、外部に対する情報提供

Webサーバの点検・稼働、避難所等で運用するＰ
Ｃ、プリンターなどOA機器の確保・再設定作業、イ
ンターネットなど外部との通信回線の確保・設定作
業、情報提供準備に必要なアプリケーションの確保

ｃ ⑦情報システムの点検・再稼働
「初動」対応が終わった後に必要な情報システムの
点検・再稼働、不足するOA機器の確保・再設定など

目 

的 

初動業務に必要なＩＣＴ資源を明確にするため、復旧において優先させる初
動業務を目標開始時間とともに決定し、その中でＩＣＴ部門が対応、支援すべ
き初動業務を洗い出し、目標開始時間を設定する。 

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト 

9 
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重要業務（初動）の選定  （２／２） 

 初動業務（復旧優先業務）の選定 

 ＩＣＴ部門が対応、支援すべき初動業務の洗い出し 

 ＩＣＴ－ＢＣＰ初動版サンプルでは、地域防災計画に通常記載されてい
るとみられる応急業務のうち、おおむね発災後72時間以内で開始さ
れる業務として、各地方公共団体において共通と思われる業務を選
定して、初動の対象業務としている。 

 ＩＣＴ－ＢＣＰ初動版サンプルに揚げている初動業務を参考に各地方
公共団体において優先して対応すべき初動業務を関係者と協議して
決める。 

 目標開始時間の設定 

 ＩＣＴ－ＢＣＰ初動版サンプルでは初動業務を緊急性により、３段階に
分けて目標開始時間を設定した。 

検
討
の
進
め
方 

目標開始時間 

ａ １時間以内 

ｂ ３時間以内 

ｃ ６時間以内 

10 

※目標開始時間 

・初動業務を開始しなければならな
い限界の時間 

・初動業務が開始できるように最低
限必要なＩＣＴ資源の利用をできる
ようにする時間 
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ＩＣＴの業務継続に必要な資源の洗い出し（１／２）  

①－１
防災行政用無線（固定系　本庁
舎２階に設置、バッテリ有り）

1 防災担当

①－２
防災行政用無線（固定系　受信
側、バッテリ有り）

10 防災担当

①－３
緊急速報メール（NTT Docomo、
SOFTBANK、ａｕ）

- -

情報システム担当

①

数量

1
災害直後の広報（住民
の避難誘導）

対象とする
復旧優先業務

ＩＣＴ部門が支援すべき
初動業務

庁内ネットワーク

①－４ 防災担当
情報提供のための情報シ
ステムの稼動支援など

①－５ -

Ｂ

主管

Ａ

Ａに必要なシステム・インフラ

緊急速報メールの発信用ＰＣ
（本庁舎２階に設置）

①災害直後の広報（住民の避難誘導）の例 

Ｅ
Ｂの被害
想定

目標
開始
時間
※

区分

Ｂ

主管

Ａ

Ａに必要なシステム・
インフラ

数量
対象とする
復旧優先業

務

ＩＣＴ部門が
支援すべき
初動業務

対策の実
行部門

中長期
対策

ＤＣ
Ｂが利用出来ない場

合の代替手段
及び補強対策

Ｆ

短期
対策

目 

的 

ＩＣＴ－ＢＣＰの中で検討対象を明確にするため、初動業務に必要なＩＣＴ資源
を洗い出す。 

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト 

11 
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ＩＣＴの業務継続に必要な資源の洗い出し（２／２）  

 

 ＩＣＴ－ＢＣＰ初動版サンプルに記載した初動業務に対して必要なＩＣＴ
資源を洗い出す。なお、ここでいうＩＣＴ資源はＩＣＴ部門が主管するも
のに限らないことに留意する。特に、通信手段の洗い出しにおいては
一つの通信手段だけではなく、複数の通信手段を挙げておくことが望
ましい。  

  
  ・サーバ機器、ＰＣ 
  ・各種情報システム（ＡＳＰ、クラウド含む。） 
  ・データバックアップ媒体 
  ・プリンター、複写機など周辺機器 
  ・モバイルルータ等のネットワーク関連機器 
  ・ＯＡ消耗品 
  ・上記に関わる外部事業者 
  ・ＩＣＴ部門職員や関連部門職員（防災担当、 
   広報担当など） など 
 

検
討
の
進
め
方 

12 

ＩＣＴ資源の例 
  ・電力（非常用電源含む。） 
    ・空調設備 
  ・庁内ネットワーク 
  ・地域イントラ 
  ・インターネット 
  ・固定電話、携帯電話、 
   衛星携帯電話 
  ・ＦＡＸ 
  ・防災行政用無線、ＭＣＡ無線 
  

■初動業務に必要なＩＣＴ資源の洗い出し 
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対象とする ＩＣＴ資源の調査と被害を受ける可能性の検討（１／４）  

①－１
防災行政用無線（固定系　本庁
舎２階に設置、バッテリ有り）

1 防災担当
倒壊して破損する可能性
有り

①－２
防災行政用無線（固定系　受信
側、バッテリ有り）

10 防災担当
倒壊して破損する可能性
有り

①－３
緊急速報メール（NTT Docomo、
SOFTBANK、ａｕ）

- - 庁内ネットワークに依存

情報システム担当

落下により、破損する可
能性有り、確保後は電力
に依存

中核設備は水没し、喪失
する可能性有り、
ケーブル、末端機器は破
損する可能性有り

Ｃ

数量

1

庁内ネットワーク

①－４ 防災担当

①－５ -

Ｂ

主管Ａに必要なシステム・インフラ

緊急速報メールの発信用ＰＣ
（本庁舎２階に設置）

Ｂの被害想定

①災害直後の広報（住民の避難誘導）の例 

Ｅ
Ｂの被害
想定

目標
開始
時間
※

区分

Ｂ

主管

Ａ

Ａに必要なシステム・
インフラ

数量
対象とする
復旧優先業

務

ＩＣＴ部門が
支援すべき
初動業務

対策の実
行部門

中長期
対策

ＤＣ
Ｂが利用出来ない場

合の代替手段
及び補強対策

Ｆ

短期
対策

目 

的 

初動業務に必要なＩＣＴ資源とその関連資源の現在の対策状況が十分である
かを評価し、課題を明確にする。 

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト 

13 
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 システム・インフラの耐震対策、２重化の状況 

 情報システムで取り扱うデータのバックアップ、外部保管状況 

 外部事業者との有事の協力関係の調整状況 

 電算室、執務室のある建屋の耐震対策状況 

 電力、通信手段の代替手段の状況 

 職員の参集可能性  など 

 

対象とする ＩＣＴ資源の調査と被害を受ける可能性の検討（２／４）  

検
討
の
進
め
方 

14 

■初動業務に必要なＩＣＴ資源の対策状況の調査 
 

調査項目 調査結果のまとめ 
システム・インフラ 様式１ システム・インフラ一覧の「対策状況」欄 
情報システム、データ 様式１ 情報システム一覧の「対策状況」欄 
外部事業者 様式２ 外部事業者（復旧支援事業者）との関係整理 

庁舎（建物）、代替拠点 様式３ 庁舎（建物）の状況把握結果 
電算室など、システム機器設置場所 様式４ システム機器設置場所の状況把握結果 

電力、通信 様式５ 電力供給、通信手段に関するリスクの把握結果 
職員 居住地から本庁舎までの距離、必要となるスキル、権限など 

ＩＣＴ資源および関連資源の現在の災害対策状況のまとめ 

システム・インフラとは、情報システム、ネットワーク、防災無線、電
話など全庁の業務を支えるＩＣＴ基盤を総称して呼ぶこととする。 
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 地震は火災や津波など複数の二次災害を伴う可能性もあり、他の物
理的被災時の業務継続対応にも応用が可能であるとの考えから、ＩＣＴ
－ＢＣＰ初動版サンプルでは、地震を対象として被害を想定している。 

 

 地域防災計画で想定されている地震や被害の程度を活用する。 

 

 ＢＣＰに必要となる周辺インフラ、ライフライン（電力、通信、交通機関
など）の復旧時期の明確な見込みが公開されているケースはまれである
ため、過去の類似震災事例もできれば参照し、ＩＣＴ－ＢＣＰ初動版サン
プルの「３．被害想定 （２）「現庁舎継続使用の場合」 Ｃ．想定される
災害」で提示している復旧見込みを参考として仮定をおく。 

 

対象とする ＩＣＴ資源の調査と被害を受ける可能性の検討（３／４）  

検
討
の
進
め
方 

15 

■被害の想定 
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 地域防災計画で想定されている地震や被害の程度を活用し、ＩＣＴ資
源及び関連資源について、現在の対策状況を確認の上、被害の可能
性を評価する。  

評価対象 被害判断の考え方 

情報システ
ムサーバ、
通信機器、
ＯＡ機器な
ど 

固定設置（転倒、落下防止）又は免震対策を
実施している機器類は壊れないと仮定する。 
何の対策も実施されていない機器類は倒壊し
て、破損する可能性が一定の割合であると仮
定する。（モデル例では落下防止対策を全庁
で徹底させるために、１００％起こりえると
いう仮定をおいた） 

本庁舎、分庁舎1階部分に設置している機器
類は水没により、破損すると仮定する。 
本庁舎、分庁舎２階以上に設置している機器
類、高台（通常時の川の水面より１０ｍ以上
高い）にある○○公民館に設置している機器
類は水没しないと仮定する。 

外部システ
ム 

外部団体のシステムは被災しないと仮定する。 
（災害に対するファシリティ設備の充実した
ＤＣに設置されている） 

対象とする ＩＣＴ資源の調査と被害を受ける可能性の検討（４／４）  

評価対象 被害判断の考え方 

ネットワー
クケーブル 
末端機器 

本庁舎、分庁舎内の有線ネットワークケーブ
ル、末端機器は破損する能性が一定の割合で
あると仮定する。。 

電力、電話
等のライフ
ライン・イ
ンフラ 

電力、固定電話、携帯電話等は ４．被害想
定 （１）「現庁舎継続使用の場合」Ｃ．想
定される被害 に合わせ、３日程度利用でき
ないと仮定する。 
電力は非常電源の施設が利用できるならば、
燃料分の時間は利用できると仮定する。（モ
デル例では非常用電源設備が本庁舎１階にあ
り、水没する可能性があり、移設の必要性を
課題としている） 

ＩＣＴ－ＢＣＰ初動版サンプルに適用した被害判断の考え方 

検
討
の
進
め
方 

16 

■初動業務に必要なＩＣＴ資源の被害の可能性を評価 
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対策の検討と業務継続戦略の決定 （１／４）  

①災害直後の広報 
（住民の避難誘導）の例 

Ｅ
Ｂの被害
想定

目標
開始
時間
※

区分

Ｂ

主管

Ａ

Ａに必要なシステム・
インフラ

数量
対象とする
復旧優先業

務

ＩＣＴ部門が
支援すべき
初動業務

対策の実
行部門

中長期
対策

ＤＣ
Ｂが利用出来ない場

合の代替手段
及び補強対策

Ｆ

短期
対策

目 

的 

（現庁舎継続使用の場合）初動業務に必要なＩＣＴ資源の課題に対して、補
強、代替手段などの対策、その実施時期、実行担当を検討する。 

（代替拠点移動の場合）現庁舎が利用できない状況も想定し、代替拠点で
復旧する際、初動業務に必要なＩＣＴ資源を確保するための対策、その実施時
期、実行担当を検討する。 

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
１ 

（現庁舎継続使用の場合） 
Ｅ

①－１
防災行政用無線（固定系　本庁
舎２階に設置、バッテリ有り）

1 防災担当
倒壊して破損する可能性
有り

1) 耐震補強を行う 補強 防災担当 ●

①－２
防災行政用無線（固定系　受信
側、バッテリ有り）

10 防災担当
倒壊して破損する可能性
有り

1) 耐震補強を行う 補強 防災担当 ●

①－３
緊急速報メール（NTT Docomo、
SOFTBANK、ａｕ）

- - 庁内ネットワークに依存 1) ①－５の対策を参照 － － － －

1)
落下防止策を行う

補強
防災担当
情報システム担当

●

2)
モバイルＰＣ、インターネット経由による緊
急速報メールの利用の可能性を検討

代替
防災担当
情報システム担当

●

3)
利用できる代替のＰＣを登録しているグ
ローバルＩＰアドレスに設定しなおす

代替
防災担当
情報システム担当

●

4)
情報発信代行サービスの利用の可能性を
検討（夜間対策）

代替
防災担当
情報システム担当

●

1)
中核設備は水没せず、すぐに対応できる庁
内の施設・フロアに移設する

補強 情報システム担当 ●

2)
ＬＡＮケーブル、末端機器は、予備を準備し
ておく

代替 情報システム担当 ●

3)
本庁舎、分庁舎間は無線ＬＡＮ接続する（テ
スト確認済み）ことができるので、ＩＣＴ－ＢＣ
Ｐに記載する

代替 情報システム担当 ●

情報システム担当

中長期
対策

落下により、破損する可
能性有り、確保後は電力
に依存

中核設備は水没し、喪失
する可能性有り、
ケーブル、末端機器は破
損する可能性有り

ＤＣ

Ｂが利用出来ない場合の代替手段
及び補強対策

数量

1

庁内ネットワーク

①－４

対策の実行部門

Ｆ

短期
対策

防災担当

①－５ -

Ｂ

主管Ａに必要なシステム・インフラ

緊急速報メールの発信用ＰＣ
（本庁舎２階に設置）

区分Ｂの被害想定

17 
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対策の検討と業務継続戦略の決定 （２／４）  

①災害直後の広報 
（住民の避難誘導）の例 

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
２ 

（代替拠点移動の場合） 
Ｈ

①－１
防災行政用無線（固定系　本庁
舎２階に設置、バッテリ有り）

1 防災担当 1)

当面は防災行政用無線（固定系）は利用せず、緊
急速報メールでのみの対応を検討する
但し、将来的には○○公民館にも防災行政用無線
（固定系）の発信設備の導入を検討する

防災担当 ●

①－２
防災行政用無線（固定系　受信
側、バッテリ有り）

10 防災担当 1)
防災行政用無線（固定系）は利用せず、緊急速報
メールでのみ対応する

－ － －

①－３
緊急速報メール（NTT Docomo、
SOFTBANK、ａｕ）

- - 1) （外部システム） － － －

①－４
緊急速報メールの発信用ＰＣ
（本庁舎２階に設置）

1 防災担当 1)

7-1初動検討ワークシート（現庁舎継続利用の場
合）のＤの対策①－４　２）、４）によるが、緊急速報
メールを発信できるモバイルＰＣを確保し、○○公
民館へ持ち出して利用する

－ － －

①－５ 庁内ネットワーク - 情報システム担当 1)

初動では庁内ネットワークは利用せず、災害対策
本部の判断を待って、○○公民館側、現庁舎のい
ずれかでネットワークの再構築を計画、手配する
但し、将来的には○○公民館に公開ＷＥＢサーバ
を委託する外部ＤＣとの情報ネットワークを整備す
る

情報システム担当 ●

Ａに必要なシステム・インフラ 主管 代替拠点での対応と事前対策数量 対策の実行部門

Ｉ

短期
対策

Ｂ Ｇ

中長期
対策

Ｈ

対策の実
行部門

短期
対策

中長期対
策

Ｇ Ｉ

対象とする
復旧優先業務

ＩＣＴ部門
が支援す

べき

Ａに必要なシステム・
インフラ

数量 主管
代替拠点での対応と

事前対策
区分

目標
開始
時間
※

Ａ Ｂ

18 
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対策の検討と業務継続戦略の決定 （３／４）  

■被害を受ける可能性のあるＩＣＴ資源の対策の検討 
  ○現庁舎継続使用の場合 

現庁舎での初動業務に必要なＩＣＴ資源の課題に対する対応方向性を検
討する。平成２０年の既存ガイドラインのステップ４、５、１３、１４、１９での
対策例なども参考に、補強対策、代替手段の確保の両面で対策、並びにそ
の実行部門及びその実施時期を検討する。 

 
  ○代替拠点移動の場合 

代替拠点での初動業務に必要なＩＣＴ資源を確保するための対策を検討す
る。代替拠点での復旧においても、代替拠点で初動業務を実行するとした
場合に必要になるＩＣＴ資源の確保についての対策並びにその実行部門及
びその実施時期を検討する。 

 
※既存ガイドライン 
    ・ｽﾃｯﾌﾟ4  ＩＣＴ部門主導で実施できる庁舎・設備等の対策 
    ・ｽﾃｯﾌﾟ5  重要情報のバックアップ 
    ・ｽﾃｯﾌﾟ13 ＩＣＴ部門が中心に検討すべき事前対策 
    ・ｽﾃｯﾌﾟ14 外部事業者との運用保守契約の見直し 
    ・ｽﾃｯﾌﾟ19 投資を含む本格的な対策 
 
         

検
討
の
進
め
方
１ 

19 
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対策の検討と業務継続戦略の決定 （４／４）  

対策は複数考えられるものは全て挙げる。 
 
対策の実行部門は当該ＩＣＴ資源の主管部門（防災無線は防災担当など）とす
ることが適切である。 
 
対策実施時期の決め方 （ＩＣＴ－ＢＣＰ初動版サンプルのケース）  
      

検
討
の
進
め
方
２ 

短期対策とした視点と例 長期対策とした視点と例 

●人命への影響が高い、目標開始時間が早いなど
の復旧優先度の高い業務に必須のＩＣＴ資源 
 例． 
   ・防災用行政無線が利用できない場合は緊急速報メー 
    ルのみに頼ることになるが、確実に発信できるよう 
    に代替でのＰＣでの発信も可能にする 
 
●ルールなど決め事や庁内職員の手間だけの問題
で対応を決めればすぐに着手できる対策 
 例．  
   ・ＰＣ（表計算ソフト）で利用できる住基データのバ 
    ックアップ 
   ・耐火金庫によるバックアップデータ保管の運用ルー 
    ル整備 
   ・外部事業者に頼らない職員の復旧教育/訓練   
 
●比較的少ない費用で実施できる対策 
 例． 
   ・ＰＣなどの落下防止 
   ・ＬＡＮケーブル、末端機器の予備確保 

●対策の実行に時間と費用が発生し、予算化が必
要な対策 
 例． 
   ・ネットワーク中核設備の移設 
   ・防災行政用無線の増強 
   ・公開用ＷＥＢサーバやコンテンツ作成用ＣＭＳサー 
    バのファシリティ設備の災害対策が充実した外部Ｄ 
    Ｃへの移設 
 
●外部との調整に時間を要す対策 
 例．  
   ・初動対応業務を職員だけで対応できるようにするた 
    めに、外部事業者の持つスキルを学習 

20 



©Copyright Regional Information Policy Office, Ministry of Internal Affairs and Communications, Government of Japan 

対策の決定と行動計画の作成 （１／１０） 

対策の実施計画 現庁舎例  

目 

的 

 初動業務に必要なＩＣＴ資源の課題及び代替拠点での初動業務に必要な 

   ＩＣＴ資源の確保に対し、当面の実行する対策を決定する。 

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
１ 

優先度 
対象システム 

インフラ 
現状レベル 事前対策 対策後レベル 

必要 

予算 

実施目標 

時期 
実行担当 

代替 

拠点 

Ａ 
防災行政用無線（固

定系発信） 

震度７の地震により倒壊

する 
倒壊防止策を実施する 震度７の地震でも倒壊しない     防災担当  

Ａ 住民情報システム 
津波、川の氾濫発生時には

水没する 

ＰＣでも読み込めるバックア

ップ（項目は住民の基本情報に

限定）を日次で耐火金庫、遠隔

地保管をする。 

庁内設備が水没しても、住民の安

否確認の早期活用が可能になる 
    

情報システム

担当 
有効 

Ａ 
公開用ＷＥＢ、ＣＭ

Ｓサーバ 

津波、川の氾濫発生時には

水没する 

ファシリティ設備の災害対策

が十分な外部ＤＣへ移設する。

その際にＤＮＳサーバの配置

など外部からの接続を確保す

る 

庁内設備が水没しても、ネッ 

トワークの利用が可能ならば、Ｈ

Ｐによる住民への情報提供が可

能になる 

  
情報システム

担当 
有効 

Ａ 
緊急速報メールの

発信用ＰＣ 

庁内のネットワークが利

用出来ない場合、発信でき

ない 

モバイルＰＣ、インターネット

経由による緊急速報メールの

利用の可能性を通信事業者と

検討する 

庁内ネットワークが利用できな

くても、インターネットが利用で

きれば発信が可能になる 

  

防災担当 

情報システム

担当 

有効 

Ｂ 
メール、ＷＥＢメー

ラー 

津波、川の氾濫発生時には

水没し、外部とのメール受

発信ができない 

モバイルＰＣによるインター

ネットメールの活用を検討す

る 

庁内のメールが利用できなくて

も、外部とのメール受発信が可能

になる 

    
情報システム

担当 
有効 

Ｂ 
インターネットに

接続できるＰＣ 
対策無し 

ＰＣは利用できるものを活用

するとして、モバイルルータ

（２キャリア）を導入する 

どちらか一方のキュリアが利用

できれば、インターネットへの接

続が可能になる 

    
情報システム

担当 
有効 

Ｂ 電力 

停電後９．５時間は非常用

電源で給電。但し、津波、

川の氾濫発生時には水没

する 

トランク型やノートＰＣの大

容量バッテリーなどの予備の

非常用電源設備を準備する 

非常用電源が利用出来ない場合

も、小電力の設備ならば稼動させ

ることができる 

    
情報システム

担当 
有効 

 

※優先度：目標開始時間、対策の効果、事象の発生度合いなどを勘案し、優先度を設定 Ａの方がＢより優先度が高い。  
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対策の決定と行動計画の作成 （２／１０） 

■対策の実施計画の検討 
  課題の対策で検討した中で、当面、実行する対策を決め、事前対策として計 
  画する。 
 
 
 
 
 
 
 

対策の実施には高額な費用がかかるものも考えられ、すべての対策
を直ちに実施することは難しいと思われる。直ちに着手しなかったも
のは未対応のリスクとして認識しておき、今後の維持・管理活動の中
で、継続して検討することが望ましい。 
 

直ちに実行するものは、予算の確保、実施目標時期、実行担当を明
確にし、実施状況の進捗管理を行う。 
 

対策が実行された後にＩＣＴ-ＢＣＰの行動計画に反映する。 
 

検
討
の
進
め
方
１ 

Ｈ

対策の実
行部門

短期
対策

中長期対
策

Ｇ Ｉ

対象とする
復旧優先業務

ＩＣＴ部門
が支援す

べき

Ａに必要なシステム・
インフラ

数量 主管
代替拠点での対応と

事前対策
区分

目標
開始
時間
※

Ａ Ｂ

Ｅ
Ｂの被害
想定

目標
開始
時間
※

区分

Ｂ

主管

Ａ

Ａに必要なシステム・
インフラ

数量
対象とする
復旧優先業

務

ＩＣＴ部門が
支援すべき
初動業務

対策の実
行部門

中長期
対策

ＤＣ
Ｂが利用出来ない場

合の代替手段
及び補強対策

Ｆ

短期
対策

（現庁舎継続使用の場合） 

（代替拠点移動の場合） 
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対策の決定と行動計画の作成 （３／１０） 

検討した対策の取扱いの整理 
 
   

検
討
の
進
め
方
２ 

23 

①－１
防災行政用無線（固定系　本庁
舎２階に設置、バッテリ有り）

1 1) 耐震補強を行う 補強 ●

①－２
防災行政用無線（固定系　受信
側、バッテリ有り）

10 1) 耐震補強を行う 補強 ●

①－３
緊急速報メール（NTT Docomo、
SOFTBANK、ａｕ）

- 1) ①－５の対策を参照 － － －

1)
落下防止策を行う

補強 ●

2)
モバイルＰＣ、インターネット経由による緊
急速報メールの利用の可能性を検討

代替 ●

3)
利用できる代替のＰＣを登録しているグ
ローバルＩＰアドレスに設定しなおす

代替 ●

4)
情報発信代行サービスの利用の可能性を
検討（夜間対策）

代替 ●

1)
中核設備は水没せず、すぐに対応できる庁
内の施設・フロアに移設する

補強 ●

2)
ＬＡＮケーブル、末端機器は、予備を準備し
ておく

代替 ●

3)
本庁舎、分庁舎間は無線ＬＡＮ接続する（テ
スト確認済み）ことができるので、ＩＣＴ－ＢＣ
Ｐに記載する

代替 ●

区分Ａに必要なシステム・インフラ

緊急速報メールの発信用ＰＣ
（本庁舎２階に設置）

Ｂ

①－５ -

Ｆ

短期
対策

Ｄ

中長期
対策

Ｂが利用出来ない場合の代替手段
及び補強対策

数量

1

庁内ネットワーク

①－４

①災害直後の広報（住民の避難誘導）の例 

未対応のリスク 
対応検討中の問題点と
し、今後の検討課題とす

る 

対策の実施計画 
直ちに実施するとした対
策は実施計画を立てる 

行動計画 
すぐに実施した対策は実施済みとして、 
現状でできる対応を行動計画に記載 

（現庁舎継続使用の場合） 

対策の実施計
画に記載 
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対策の決定と行動計画の作成 （４／１０） 

緊急時対応体制 

目 

的 

初動業務にてＩＣＴ資源を利用できるようにするためにＩＣＴ部門として初動
で実施すべき業務を行動計画としてまとめる。 

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
１ 

設置基準 
 設置基準 備考 

震度 5 弱以上の地震が発生した場合 災害対策本部設置とともにＩ

ＣＴ－ＢＣＰ緊急時対応体制

を設置 

上記以外で、災害対策本部が設置された

場合 

情報統括責任者が必要と認め

る場合 

災
害
発
生
時 

災害対策本部が設置されず、システム・

インフラに重大な被害の発生又はその

恐れがある場合 

情報統括責任者が必要と認め

る場合 

 

システム復旧拠点は現庁舎及び近接地、遠隔地のシステム・インフラ、ライフライ

ン・インフラの被害状況を確認の上、災害対策本部長が決定する。（原則として災害

対策本部と同じ場所をシステム復旧拠点とする） 

優先順位 システム復旧拠点 災害対策本部 

1 現庁舎 ○○市分庁舎電算室 ○○市本庁舎２階 

2 近接地 ○○公民館 ○○公民館 

3 遠隔地 ××学校 ××学校 
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○○市災害対策本部

災害対策本部事務局

ＩＣＴ部門

情報システム班

班長：ＩＣＴ部門専任主幹
班員：情報システム担当職
員

復旧支援
事業者

被害状況
の報告等

システム・インフラ
復旧対応/支援

要請

要請

部長 ：ＩＣＴ部門責任者
（情報統括責任者）

各部

支援

本部長 ：市長
副本部長：副市長

：教育長

復旧支援
事業者

支援

提案
承認または変更指示

部長 ：各部部長

各業務担当
（防災担当班）
（広報担当班）

○○市災害対策本部

災害対策本部事務局

ＩＣＴ部門

情報システム班

班長：ＩＣＴ部門専任主幹
班員：情報システム担当職
員

復旧支援
事業者

被害状況
の報告等

システム・インフラ
復旧対応/支援

要請

要請

部長 ：ＩＣＴ部門責任者
（情報統括責任者）

各部

支援

本部長 ：市長
副本部長：副市長

：教育長

復旧支援
事業者

支援

提案
承認または変更指示

部長 ：各部部長

各業務担当
（防災担当班）
（広報担当班）
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対策の決定と行動計画の作成 （５／１０） 

行動計画  全体フロー 現庁舎復旧の例 

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
２ 

 ｴｽｶﾚｰｼｮﾝ 就業時間内 6時間以内

就業時間外 9時間以内

情報統括責任者

情報システム担当

１時間以内 3時間以内

１時間以内 6時間以内

防災担当による対策本
部設営ＩＣＴ機材の確保

（ＰＣ、プリンター、ＦＡＸ、
コピー機、ＯＡ消耗品、

ＭＣＡ無線機等）

１
・
地
震
情
報
の
収
集

２
・
参
集
判
断

３
・
職
員
参
集

（
就
業
時
間
外
の
場
合
は
自
宅
等
か
ら
の
参
集
に
な
る

）

外部事業者との
連絡

１４．公開用WEB
サーバ、ＣＭＳが
利用出来ない場
合の代替準備
（ＳＮＳなど）

７．庁内ネットワー
クの利用可能性確

認

６．各種ＩＣＴ資源
の確保

９．防災担当班からの情報収集と復旧支援対応

１０．広報担当班
他からの情報収
集と復旧支援対

応

８．庁内ネットワー
クが利用出来ない
場合の代替準備
及び復旧対応

１１．初動で利用
する情報システム
の利用可能性確

認
（住民情報、ﾒｰﾙ、

WEBﾒｰﾗｰ,、
公開ﾌｧｲﾙｻｰﾊﾞ

,ｲﾝﾄﾗﾈｯﾄ,
公開WEBｻｰ

ﾊﾞ,CMS）

１２．利用できな
いｼｽﾃﾑの代替

準備

１３．モバイルＰ
Ｃ

モバイルルータ
（２キャリア）の確

１６．その他の情
報システムの被

害状況確認

ＩＣＴ資源　被害状況確認、対応指示

１５．被災者支援
システムの立上

げ準備
（住基ﾃﾞｰﾀ確保）

５．システム・インフラ
復旧拠点判断

①へ(現庁舎での復旧ができない場合)

４．分庁舎電
算室の被害
状況確認

４．○○公民館
の被害状況確認
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行動計画 行動チェックリスト １．地震情報の収集～３．職員参集 の例 
 ｴｽｶﾚｰｼｮﾝ 就業時間内 6時間以内

就業時間外 9時間以内

情報統括責任者

情報システム担当

１時間以内 3時間以内

１時間以内 6時間以内

防災担当による対策本
部設営ＩＣＴ機材の確保

（ＰＣ、プリンター、ＦＡＸ、
コピー機、ＯＡ消耗品、

ＭＣＡ無線機等）

１
・
地
震
情
報
の
収
集

２
・
参
集
判
断

３
・
職
員
参
集

（
就
業
時
間
外
の
場
合
は
自
宅
等
か
ら
の
参
集
に
な
る

）

外部事業者との
連絡

１４．公開用WEB
サーバ、ＣＭＳが
利用出来ない場
合の代替準備
（ＳＮＳなど）

７．庁内ネットワー
クの利用可能性確

認

６．各種ＩＣＴ資源
の確保

９．防災担当班からの情報収集と復旧支援対応

１０．広報担当班
他からの情報収
集と復旧支援対

応

８．庁内ネットワー
クが利用出来ない
場合の代替準備
及び復旧対応

１１．初動で利用
する情報システム
の利用可能性確

認
（住民情報、ﾒｰﾙ、

WEBﾒｰﾗｰ,、
公開ﾌｧｲﾙｻｰﾊﾞ

,ｲﾝﾄﾗﾈｯﾄ,
公開WEBｻｰ

ﾊﾞ,CMS）

１２．利用できな
いｼｽﾃﾑの代替

準備

１３．モバイルＰ
Ｃ

モバイルルータ
（２キャリア）の確

１６．その他の情
報システムの被

害状況確認

ＩＣＴ資源　被害状況確認、対応指示

１５．被災者支援
システムの立上

げ準備
（住基ﾃﾞｰﾀ確保）

５．システム・インフラ
復旧拠点判断

①へ(現庁舎での復旧ができない場合)

４．分庁舎電
算室の被害
状況確認

４．○○公民館
の被害状況確認

対策の決定と行動計画の作成 （６／１０） 

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
３ 

# 復旧手順 チェック 補足 

１ 

地震情報の収集 

 テレビ・ラジオ・携帯電話（ワンセグ）・ホームページ・

防災無線等から地震情報の収集に努める。 

 
 

停電している

ことが想定さ

れるため、交

換用電池や携

帯電話の充電

機器などを準

備する。 

２ 

参集判断 

 ○○市地域防災計画」及び「７(２) 発動の流れ」に基づ

き、参集するか否かを判断する。 

・震度 5 弱以上の地震が発生した場合 

→災害対策本部の設置とともにＩＣＴ－ＢＣＰ緊急時対応

体制を設置 

・上記以外で、災害対策本部が設置された場合 

→情報統括責任者が必要と認める場合 

・災害対策本部が設置されず、システム・インフラに重大な

被害が発生又はその恐れがある場合 

→情報統括責任者が必要と認める場合 

※就業時間外において、情報統括責任者がＩＣＴ－ＢＣＰ緊

急時対応体制の設置を判断した場合はＩＣＴ部門の連絡

ルールにより、情報システム班に伝達する。 

 

 

 

震度 5 弱以上

の場合、情報

システム担当

職員は情報シ

ステム班・班

長への安否報

告 を 実 施 す

る。 

連絡が取れな

い職員がいる

場合は、１７

１などにより

災害時対応手

段で確認を試

み る と と も

に、定期的に

確認する作業

を追加する。 

３ 

職員参集： 

 応急活動に便利で安全な服装を着用し、帽子又はヘルメッ

ト、手袋、タオル、水筒、食料、筆記用具、懐中電灯、ラ

ジオ（ＦＭ付）、応急医薬品及び身分証明書等を携行する

こと。 

 

※連絡は「様式 ９ 緊急連絡先一覧」に基づき行われる。外

出先でもわかるよう各自事前に連絡先、連絡すべき内容を記

録したもの、また、連絡手段を携行できるようにしておくこ

と。 

 

 情報システム担当の職員等は、自分の所在、参集予想時刻

等をＩＣＴ部門の連絡ルールに従い、情報システム班・班

長へ通信可能な手段で連絡する。 

 

※安否状況（家族を含む）、参集予測時間等に変更が生じた場

合、同様に報告すること。 

 

※情報システム担当の職員等の参集場所は、「７(2) 発動の

流れ」に定めるとおり、分庁舎電算室又は分庁舎前とする。 

その他の職員については地域防災計画の定めに従う。 

 

 

震度 5 弱未満

の場合は、災

害対策本部設

置判断に準ず

る。 

就業時間外の

場合はこのア

クションは自

宅からの参集

になる。 

通信可能な手

段については
「 ７ . 緊 急 時 対

応 ･ 復 旧 計 画

（２）発動の流

れ イ.情報シス

テム担当職員の

参集及びその後

の対応 イ）参

集判断及び連絡

方法」を参照。 
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対策の決定と行動計画の作成 （７／１０） 

■発災直後の行動計画の検討  
 
緊急事の体制と役割、行動基準 

      ・ＩＣＴ－ＢＣＰ検討時の体制を元に検討する。 
      ・体制、行動基準は地域防災計画の体制、配備計画と矛盾の 
       ないようにすること。 
      ・地震に限らず、システム・インフラに重大な被害が発生した場合も 
       行動基準として加えておく。 
 

行動計画（参集） ＩＣＴ－ＢＣＰ初動版サンプルの例 
   ・１．地震情報の収集（災害を検知し、災害に関する情報を収集） 
   ・２．参集の判断（震度４以下の場合は収集した情報を元に参集の有 
      無を判断） 
   ・３．職員参集（一次集合場所への参集、震度５弱以上は一斉参集） 
   ・４．庁舎、電算室の被害状況確認（庁舎、○○公民館他の被災状況、 
      現地復旧か代替拠点復旧かの災害対策本部の判断の確認） 
  
→ＩＣＴ－ＢＣＰ初動版サンプルに揚げている行動計画を参考に各地方公 
  共団体において関係者と協議して行動計画を検討する。 

検
討
の
進
め
方
１ 
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対策の決定と行動計画の作成 （８／１０） 

■参集後の行動計画の検討  
   課題の対策で検討した中で、現状でできる復旧対応（代替手段の確保）に 
   ついて、５Ｗ１Ｈを明確に行動計画として記載する。 

 
行動計画（現庁舎復旧） 
   →目標開始時間が早く、共通のＩＣＴ資源であるものから順に 
     被害状況の確認、復旧のための対応（代替手段の確保）を記載。 

 
 
 
 
行動計画（代替拠点復旧） 
   →目標開始時間が早く、共通のＩＣＴ資源であるものから順に 
     被害状況の確認、復旧のための対応（代替手段の確保）を記載。 

 

検
討
の
進
め
方
２ 

Ｈ

対策の実
行部門

短期
対策

中長期対
策

Ｇ Ｉ

対象とする
復旧優先業務

ＩＣＴ部門
が支援す

べき

Ａに必要なシステム・
インフラ

数量 主管
代替拠点での対応と

事前対策
区分

目標
開始
時間
※

Ａ Ｂ

（代替拠点移動の場合） 

Ｅ
Ｂの被害
想定

目標
開始
時間
※

区分

Ｂ

主管

Ａ

Ａに必要なシステム・
インフラ

数量
対象とする
復旧優先業

務

ＩＣＴ部門が
支援すべき
初動業務

対策の実
行部門

中長期
対策

ＤＣ
Ｂが利用出来ない場

合の代替手段
及び補強対策

Ｆ

短期
対策

（現庁舎継続使用の場合） 

28 
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対策の決定と行動計画の作成 （９／ １０ ） 

検討した対策の取扱いの整理（再掲） 
 
   

検
討
の
進
め
方
３ 

29 

①－１
防災行政用無線（固定系　本庁
舎２階に設置、バッテリ有り）

1 1) 耐震補強を行う 補強 ●

①－２
防災行政用無線（固定系　受信
側、バッテリ有り）

10 1) 耐震補強を行う 補強 ●

①－３
緊急速報メール（NTT Docomo、
SOFTBANK、ａｕ）

- 1) ①－５の対策を参照 － － －

1)
落下防止策を行う

補強 ●

2)
モバイルＰＣ、インターネット経由による緊
急速報メールの利用の可能性を検討

代替 ●

3)
利用できる代替のＰＣを登録しているグ
ローバルＩＰアドレスに設定しなおす

代替 ●

4)
情報発信代行サービスの利用の可能性を
検討（夜間対策）

代替 ●

1)
中核設備は水没せず、すぐに対応できる庁
内の施設・フロアに移設する

補強 ●

2)
ＬＡＮケーブル、末端機器は、予備を準備し
ておく

代替 ●

3)
本庁舎、分庁舎間は無線ＬＡＮ接続する（テ
スト確認済み）ことができるので、ＩＣＴ－ＢＣ
Ｐに記載する

代替 ●

区分Ａに必要なシステム・インフラ

緊急速報メールの発信用ＰＣ
（本庁舎２階に設置）

Ｂ

①－５ -

Ｆ

短期
対策

Ｄ

中長期
対策

Ｂが利用出来ない場合の代替手段
及び補強対策

数量

1

庁内ネットワーク

①－４

①災害直後の広報（住民の避難誘導）の例 

未対応のリスク 
（ＩＣＴ－ＢＣＰ初動版サン
プル：６．（２）対応検討

中の問題点一覧） 

対策の実施計画 
（ＩＣＴ－ＢＣＰ初動版サン
プル：６．（１）現状の脆
弱性と対策の実施計画） 

行動計画 
すぐに実施した対策は実施済みとして、 
現状でできる対応を行動計画に記載 

（現庁舎継続使用の場合） 

行動計画にに
記載 
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検
討
の
進
め
方
４ 

対策の決定と行動計画の作成 （１０／１０） 

緊急速報
メール発信

用ＰＣ 

庁内ネット
ワーク 

被害確認 

①災害直後の広報（住民の避難誘導）の例 （現庁舎継続使用の場合） 

 すぐに実施した対策 
 ＰＣの落下防止 
 ＬＡＮケーブル、末端機器（ハブなど）の予備の配備 

 

 行動計画に記載 
 

防災担当班からの情報収集と復旧支援対応               
（被害状況の確認は防災担当班）  

復旧対応 
緊急速報メールがＰＣの破損により利用できな
い場合は、代替ＰＣを確保し、サービス事業者
に申請・登録したグローバルＩＰアドレスの設定を
行う  

被害確認 庁内ネットワークの利用可能性確認 

復旧対応 

庁内ネットワークの導通が確認できない場合は
以下の代替を準備する 
・末端の支線ＬＡＮが利用出来ない場合は、
予備のＬＡＮケーブルと末端機器を用いて暫
定的に接続する 
・本庁舎、分庁舎間の接続ができない場合は
無線ＬＡＮによる接続を行う 

７ 

７ 

８ 

９ 

ＩＣＴ－ＢＣＰ初動版 
サンプル ７．緊急事対応・復

旧計画（５）行動計画 
の記載箇所（番号は作業の

優先順） 
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ＩＣＴ－ＢＣＰ初動版の検討をやってみましょう 
• 「様式７ 初動検討ワークシート」を用いて、右側の欄を埋めてみましょう。 

• Ａの業務に対し、Ｂ～Ｉまでを埋める検討を⑦まで同じことを実施します。 
Ｅ

a ①
災害直後の広報（住民
の避難誘導）

情報提供のための情報シ
ステムの稼動支援など

ｂ ② 住民の安否確認

住民情報システム等の点
検・稼働、安否確認に必要
なデータの入手、OA機器
用電源や通信回線の確
保、PCやプリンターなどOA
機器の確保・再設定作業、
ケーブルやOA消耗品の確
保、ベンダーとの連絡調整
など

ｂ ③
職員等（特に非常参集
要員）の安否確認

ベンダー要員の安否確認、
安否確認システムの導入
及び稼働支援など

ｂ ④
外部との連絡（衛星を
活用した移動体通信な
ど）

インターネット回線の確保・
通信に必要な設定作業な
ど

ｂ ⑤

災害対策本部の運営
（防災・危機管理部門の
業務実施を円滑に進め
る）

災害対策本部の設置に必
要なPC、プリンターなどの
OA機器の確保・設定、ネッ
トワーク（通信回線を含む）
の構築及び設定・電源の確
保

ｃ ⑥
避難所、住民、外部に
対する情報提供

Webサーバの点検・稼働、
避難所等で運用するＰＣ、
プリンターなどOA機器の確
保・再設定作業、インター
ネットなど外部との通信回
線の確保・設定作業、ICT
ツールの確保など

ｃ ⑦
情報システム（②、⑤に
係る情報システムを除
く）の点検・再稼働

「初動」対応が終わった後
に必要な情報システムの点
検・再稼働、不足するOA機
器の確保・再設定など

－ ⑧ 共通資源
①～⑦どの業務にも共通
的に必要となる資源

Ｂが利用出来ない場合の代替手段
及び補強対策

数量
対象とする

復旧優先業務
ＩＣＴ部門が支援すべき

初動業務
対策の実行部門

Ｆ

短期
対策

ＤＣ

中長期
対策

Ｂ

主管

Ａ

Ａに必要なシステム・インフラ

目標
開始
時間
※

区分Ｂの被害想定

Ｈ

代替拠点での対応と事前対策 対策の実行部門

Ｉ

短期
対策

中長期
対策

Ｇ

ＩＣＴ－ＢＣＰを最初に策定する時は、
いきなり１００％のものを完成させるこ
とを考えずとも、まずは出来る部分か
ら策定に取組むことが重要であり、後
は訓練などを繰り返すことにより、ＰＤ
ＣＡサイクルの中で完成度をあげてい
けば良い。 
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【参考資料１】ＩＣＴ－ＢＣＰ（ICTの業務継続計画）とその意義 
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東日本大震災では未曾有の災害により、住民の生命や生活に大きな被害を
及ぼしました。

被災地では、地震や津波などにより庁舎が壊滅的な状況に陥るなどして、電源

を含む情報通信環境（通信機器、情報システムなど）が機能しなかったことに
より、

①津波の情報が十分に伝わらず、避難行動が進まない地域もあった。

②住民に対する安否情報をはじめとする各種情報提供に時間を要した。

③避難所運営に際し、生活物資の供給が十分に行き届かなかった。

など、人命に関わることにも影響を及ぼしました。

あなたのまちで、災害時に迅速な対応を可能とする情報通信環境の備え

（ＩＣＴ－ＢＣＰ）は十分でしょうか？

《ＩＣＴ－ＢＣＰとその意義》

東日本大震災では、多くの地方公共団体において住民情報の津
波による喪失や通信手段の損壊など、ＩＣＴ資源の喪失により
初動対応（発災後概ね72時間以内）が十分にできず、その後の

復旧、復興に大きく影響する事態が発生した。初動対応が重要
であるという認識が高まっている。

ＩＣＴ－ＢＣＰ（ＩＣＴ部門の業務継続計画）とは、災害時に

自庁舎が被災しても、ＩＣＴ資源を利用できるよう準備してお
き、応急業務の実効性や通常業務の継続性を確保する計画であ
り、地域防災計画を支え、また、地域防災計画の想定を超える
災害にも備える計画である。

防災基本計画においても、「地方公共団体等の防災関係機関は
，災害発生時の災害応急対策等の実施や優先度の高い通常業務

の継続のため，（中略）業務継続計画の策定等により，業務継
続性の確保を図るものとする。」と定められており、ＩＣＴ－
ＢＣＰはその一部である。

ＩＣＴ資源は全庁の重要なインフラの一つである。全庁的なＢ
ＣＰ作成がすぐにはできない場合でも、ＩＣＴ部門だけでも先

行してBCPを作成することは可能であり、むしろ、ＩＣＴ－Ｂ
ＣＰを先行して作成することで、災害時に活用できるＩＣＴ資
源が明確になり、全庁のＢＣＰ検討を行いやすくなる。地方公
共団体でＩＣＴ－ＢＣＰを策定することは災害に対する首長の

欠かせない備えである。

初動の
重要性

地域防災
の支え

防災基本
計画の要請

ＩＣＴは
重要インフラ

以下の確認項目の中に一つでも不安があれば、ＩＣＴ－ＢＣＰ
の策定、見直しを担当責任者に指示してください。

《あなたのまちの自己診断》

１

72時間以内の対応（初動対応）如何が、市民
の生存を大きく左右することが明確になってき
ました。住民の命を守るためにＩＣＴ－ＢＣＰ
が必要になることを理解されているでしょう
か？

２
初動業務を確実に実行するために、ＩＣＴの活
用が欠かせなくなっています。その確保の責任
を負う部局は明確になっているでしょうか？

３

初動業務に使用するＩＣＴの災害対策は十分で
しょうか？

十分でない場合、その要因を把握できているで
しょうか？

４

東日本大震災では庁舎が機能不全になるという
想定外の被害を受けた地方公共団体がありまし
た。あなたのまちに同程度の被害が発生した場
合、迅速かつ適切な対応は可能でしょうか？

５

（ＩＣＴ－ＢＣＰ策定済みの場合）
職員が初動業務を計画どおり実行できるよう、
ＩＣＴの利用を可能とするための訓練、評価は
実施できているでしょうか？

６

（ＩＣＴ－ＢＣＰ策定済みの場合）
今、災害が起きても初動業務にＩＣＴを活用で
きるよう、ＩＣＴ－ＢＣＰは更新されているで
しょうか？

チェック

東日本大震災では未曾有の災害により、住民の生命や生活に大きな被害を
及ぼしました。

被災地では、地震や津波などにより庁舎が壊滅的な状況に陥るなどして、電源

を含む情報通信環境（通信機器、情報システムなど）が機能しなかったことに
より、

①津波の情報が十分に伝わらず、避難行動が進まない地域もあった。

②住民に対する安否情報をはじめとする各種情報提供に時間を要した。

③避難所運営に際し、生活物資の供給が十分に行き届かなかった。

など、人命に関わることにも影響を及ぼしました。

あなたのまちで、災害時に迅速な対応を可能とする情報通信環境の備え

（ＩＣＴ－ＢＣＰ）は十分でしょうか？

《ＩＣＴ－ＢＣＰとその意義》

東日本大震災では、多くの地方公共団体において住民情報の津
波による喪失や通信手段の損壊など、ＩＣＴ資源の喪失により
初動対応（発災後概ね72時間以内）が十分にできず、その後の

復旧、復興に大きく影響する事態が発生した。初動対応が重要
であるという認識が高まっている。

ＩＣＴ－ＢＣＰ（ＩＣＴ部門の業務継続計画）とは、災害時に

自庁舎が被災しても、ＩＣＴ資源を利用できるよう準備してお
き、応急業務の実効性や通常業務の継続性を確保する計画であ
り、地域防災計画を支え、また、地域防災計画の想定を超える
災害にも備える計画である。

防災基本計画においても、「地方公共団体等の防災関係機関は
，災害発生時の災害応急対策等の実施や優先度の高い通常業務

の継続のため，（中略）業務継続計画の策定等により，業務継
続性の確保を図るものとする。」と定められており、ＩＣＴ－
ＢＣＰはその一部である。

ＩＣＴ資源は全庁の重要なインフラの一つである。全庁的なＢ
ＣＰ作成がすぐにはできない場合でも、ＩＣＴ部門だけでも先

行してBCPを作成することは可能であり、むしろ、ＩＣＴ－Ｂ
ＣＰを先行して作成することで、災害時に活用できるＩＣＴ資
源が明確になり、全庁のＢＣＰ検討を行いやすくなる。地方公
共団体でＩＣＴ－ＢＣＰを策定することは災害に対する首長の

欠かせない備えである。

初動の
重要性

地域防災
の支え

防災基本
計画の要請

ＩＣＴは
重要インフラ

以下の確認項目の中に一つでも不安があれば、ＩＣＴ－ＢＣＰ
の策定、見直しを担当責任者に指示してください。

《あなたのまちの自己診断》

１

72時間以内の対応（初動対応）如何が、市民
の生存を大きく左右することが明確になってき
ました。住民の命を守るためにＩＣＴ－ＢＣＰ
が必要になることを理解されているでしょう
か？

２
初動業務を確実に実行するために、ＩＣＴの活
用が欠かせなくなっています。その確保の責任
を負う部局は明確になっているでしょうか？

３

初動業務に使用するＩＣＴの災害対策は十分で
しょうか？

十分でない場合、その要因を把握できているで
しょうか？

４

東日本大震災では庁舎が機能不全になるという
想定外の被害を受けた地方公共団体がありまし
た。あなたのまちに同程度の被害が発生した場
合、迅速かつ適切な対応は可能でしょうか？

５

（ＩＣＴ－ＢＣＰ策定済みの場合）
職員が初動業務を計画どおり実行できるよう、
ＩＣＴの利用を可能とするための訓練、評価は
実施できているでしょうか？

６

（ＩＣＴ－ＢＣＰ策定済みの場合）
今、災害が起きても初動業務にＩＣＴを活用で
きるよう、ＩＣＴ－ＢＣＰは更新されているで
しょうか？

チェック
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【参考資料２】ＩＣＴ－ＢＣＰ初動版サンプルの全体像  

• ＩＣＴ－ＢＣＰ初動版サンプルの目次構成と様式集の関係は以下のとおり。
様式７（初動検討ワークシート）をまとめていく過程が初動版におけるＩＣＴ
－ＢＣＰ策定作業の中心になる。 
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方針

調査
分析

３．被害想定
－「現庁舎継続

使用の場合」
－「代替拠点

移動の場合」
４．重要業務

重要システム・インフラ
－被害を受ける可能性
－防災対策、代替対策
－様式７（初動検討ﾜｰｸｼｰﾄ）

初動業務

洗い出し

５．リソースの現状(脆弱性)と代替の有無
－ｼｽﾃﾑｲﾝﾌﾗ，外部事業者，庁舎，ｼｽﾃﾑ

機器設置場所，職員，地域ｲﾝﾌﾗ，
代替拠点の現状の災害対策

－様式１（ｼｽﾃﾑ･ｲﾝﾌﾗ），２（外部事業者），
３（庁舎），４（ｼｽﾃﾑ機器設置場所），
５（地域ｲﾝﾌﾗ）

被
害

想
定

現
状
対
策

計画

発災後行動計画 事前対策・残課題

７．緊急時対応・復旧計画
－一覧：様式８（持出），９（連絡先），１０（参考文献）
－ﾜｰｸｼｰﾄ：様式１１（被害簡易），１２（被害詳細），

１３（復旧対策），１４（進捗報告）

１．○○市ＩＣＴ部門の業務継続計画・基本方針
－初動の重要性、ＩＣＴ利活用の重要性
－業務の復旧優先度に関する方針

維持
見直し

２．平常時における推進体制と維持管理
－様式１５（訓練計画），１６（更新ﾁｪｯｸ），

１７（持出点検）

６．被害を受ける可能性と事前対策計画
－現状の脆弱性と対策の実施計画
－対応検討中の問題点一覧

事前対策の実施訓練の実施

－代替拠点の検討の必要性
－様式６（代替拠点選定）
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